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１ 県北地区管内の給食施設の状況について

２ 給食施設の届出、報告について
（健康増進法関係）

３ 給食施設の栄養管理のポイント

４ 令和７年度給食施設巡回指導の結果から

今回の内容



特定給食施設、小規模特定給食施設が健康増進法に基づく

各種届出・報告の説明をはじめ、栄養管理を行う上で必要

な事項をまとめたものです。

各施設に備えておき、健康増進法に基づく手続き等を行

う際に御活用ください。

なお、本手引書は、福島県健康づくり推進課のホーム

ページからダウンロードすることができます。

福島県特定給食施設等手引書について

福島県健康づくり推進課ホームページ
https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/21045a/eiyou-syokuseikatu.html







喫食者が特定され、かつ１回１００食以上または１日２５０食以上
の食事を継続的に供給する施設

特定給食施設の定義

手引書
ｐ１

（健康増進法 第２０条第１項、健康増進法施行規則第５条）

小規模特定給食施設の定義

喫食者が特定され、かつ１回２０食以上または１日５０食以上
の食事を継続的に供給する施設

（福島県特定給食施設等指導実施要綱 第２条第１項、第４項）

※福島県では「小規模特定給食施設」への指導及び助言は、
「特定給食施設」に準じて行っています。



１ 県北地区管内の給食施設の状況について

施設数と栄養士（管理栄養士含む）配置率 （令和８年４月現在）

特定 小規模 配置率

学　校 24 18 6 13 54%

病　院 9 9 0 9 100%

介護老人保健施設 7 5 2 7 100%

介護医療院 1 0 1 1 100%

老人福祉施設 30 18 12 26 87%
児童福祉施設
（※幼稚園型こども園
を含む）

40 19 21 27 68%

社会福祉施設 3 0 3 1 33%

寄　宿　舎 1 1 0 0 0%

事　業　所 16 10 6 8 50%

そ　の　他 7 1 6 3 43%

計 138 81 57 95 69%

給食施設の種類
施設数 常勤栄養士

（管理栄養
士含む）配
置施設数

手引書
ｐ１６





学校・老人福祉施設・児童福祉施設・社会福祉施設・事業所・寄宿舎・矯正施設・

自衛隊・一般給食センター・その他の場合

食数の変更は、施設の区分（下記）が変更になる場合に提出してください。

この場合の食数は、年間の平均食数となります。

食数変更の考え方

管理栄養士・栄養士の員数は、常勤者（当該施設の就業規則により勤務所属し、主に当

該施設の栄養管理業務を担当する者）としています。他の施設からの巡回は該当しません。

管理栄養士・栄養士の有資格者であっても、栄養管理を行っていない職員は含みません。

管理栄養士・栄養士の員数の考え方

小規模特定給食施設 １回20食以上又は１日50食以上

特定給食施設 １回100食以上又は１日250食以上

指定特定給食施設

〇医学的な管理を必要とする者に食事を供給する特定給食施設

（病院、介護老人保健施設、介護医療院） ：

１回300食以上又は１日750食以上

〇上記以外の管理栄養士による特別な栄養管理を必要とする特定給食施設：

１回500食以上又は１日1,500食以上

※ 病院・介護老人保健施設・介護医療院の場合は、許可病床数・入所定数に基づき

記入してください。



（２）「特定給食施設栄養管理状況報告書」 の提出
学校関係の施設を除く特定給食施設が対象となります。
福島県では、毎年１１月に実施した給食の栄養管理状況に

ついて、翌年１月末日までに管轄保健所を通じて福島県知事
に提出することとしています。

手引書の５９ページを御確認ください。

根拠法令：健康増進法 第２４条第１項

• 県北地区管内は、６３施設が対象となります。

対象となる施設には、事前に報告依頼の連絡をさせていただきます。

• 令和７年度の報告率は９２％でした（５施設が未報告）。

• 報告期日が過ぎても報告が無い場合は、再度、御連絡する場合が

ありますので、御承知願います。

２ 給食施設の届出、報告について
（健康増進法関係）

手引書
ｐ６、１７～３２





健康増進法 第２１条第３項（特定給食施設における栄養管理）
特定給食施設の設置者は、前二項に定めるもののほか、厚生労働省令で
定める基準に従って、適切な栄養管理を行わなければならない。

健康増進法

〇特定給食施設等は、特定かつ多数の者に継続的に食事を供給する
施設であり、地域住民の健康の維持・増進や生活の質を向上させる
ために重要な役割を担っています。

〇このことから、特定給食施設等は、単に給食を提供するだけでなく、
喫食者の健康管理という視点を持って運営管理をしていくことが
求められます。

特定給食施設の役割

手引書
ｐ１３ 給食施設の栄養管理のポイント

手引書
ｐ３



１

利用者の身体状況等を定期的に把握し、これらに基づき適切な熱量及び栄養

素の量を満たす食事の提供及びその品質管理を行うとともに、これらの評価

を行うよう努めること。

２
食事の献立は、身体状況等のほか、利用者の日常の食事摂取量、嗜好等に配

慮して作成するよう努めること。

３
献立表の掲示並びに熱量及びたんぱく質、脂質、食塩等の主な栄養成分の

表示等により、利用者に対して、栄養に関する情報の提供を行うこと。

４ 献立表その他必要な帳票等を適正に作成し、施設に備え付けること。

５ 衛生管理については、食品衛生法その他関係法令に定めるところによること。

「健康増進法施行規則 第９条」で定められている
『栄養管理の基準』

※各項目の詳細は、「特定給食施設における栄養管理に関する指導・支援等について」
（令和２年３月３１日付け健健発０３３１第２号）＜手引書： p69＞で示されています。

※「福島県特定給食施設等手引書」の４ページ、60ページにも記載しています。

手引書
ｐ４、p60



・給食会議を年１回以上開催していない

・会議を開催したが、会議録を作成していない

・会議録を、誰が記録し、どこに保管しているのか明確になっていない

・会議の結果が施設管理者や給食関係者に共有されていない

といった施設が複数ありました。

(1) 給食会議関係について

4 令和７年度給食施設巡回指導の結果から

給食・栄養管理は、給食部門だけで完結するものではなく、組織として

対応する必要があります。

また、給食会議は、施設と給食業務委託会社との情報共有、意思疎通の

場として有益なものです。

議事録の作成、共有、保管を適切に行い、対応策を講じていくことが大

切です。

関係者間の情報共有、給食の課題改善のために給食会議を活用してくだ

さい。



利用者の身体状況等を定期的に把握し、それらに基づき適切な熱量及び栄養素の量

を満たす食事の提供・品質管理を行うとともに、これらの評価を行うよう努めること。

健康増進法施行規則（栄養管理の基準） 第９条第１項

身体測定や健康診断等のデータから利用者の身体状況を把握し、給与栄養

目標量を適切に設定するとともに、施設の健康課題を明確にし、関係者間で

共有しながら必要な対策を講じます。

給食の栄養管理を委託している場合は、委託業者に任せきりにならないよ

うに、施設側と委託側で十分に情報を共有し、取り組んでいくことが重要で

す。

(2) 対象者の状況把握について

4 令和７年度給食施設巡回指導の結果から

・献立作成者が給与栄養目標量を設定しないまま、献立を作成している

・献立作成者が利用者の性別や年齢構成等を把握していない

・給与栄養目標量の見直しをしないまま、給食を提供し続けている

といった施設がありました。



委託契約書には、毎日の業務に関する約束事が明記されています。

委託契約書の様式によって違いはありますが、多くは「仕様書」に施設と委託会社

のそれぞれの役割（業務内容）を明記しています。

たとえば、「（委託会社職員は）年に１回以上、健康診断を受診し、その結果を

施設側に報告する」と契約書に明記されていましたが、施設と委託会社双方が把握し

ておらず、報告が行われていなかったという例がありました。

委託契約書の内容や管理体制について確認いただき、必要に応じて改善をお願いし

ます。

4 令和７年度給食施設巡回指導の結果から

(3) 給食業務委託契約書について

・委託契約書の保管場所が分からない

・誰が委託契約書を管理しているか分からない

・委託契約書の内容を分からずに毎日の給食業務を行っている

・委託契約が、毎年自動継続されているが、栄養管理部門に保管して

いる委託契約書のコピーは契約期限が切れているものだった

といった施設が複数ありました。



食育計画等に基づき、食育活動を実施した場合は、実施した内容の記

録を残しておきましょう。

栄養指導や食に関する指導を実施した場合も同様です。

記録は、食育の取組や指導の評価、次期計画の策定や次回の指導内容

等に反映させるための貴重な資料となります。

また、記録を残しておけば、関係職員との情報共有に役立ちます。

4 令和７年度給食施設巡回指導の結果から

(４) 食育活動や栄養指導の記録と評価について

・食育活動を実施したが、記録を残していない

・利用者やその家族に対して食事指導をしたが、記録を残していない

といった施設がありました。



4 令和７年度給食施設巡回指導の結果から

(５) 危機管理対策について １

・「食中毒事故発生時の対応マニュアル」「非常災害時の対応マニュア

ル」を作成していない

・マニュアルの内容に見直しが必要

・危機管理マニュアルが施設の関係職員及び給食業務従事者全員に周知

されていない

・備蓄食品の保管方法が適切でない

・備蓄食品の保管情報が施設の関係職員及び給食業務従事者全員に周知

されていない

・非常時の給食提供のシミュレーションを行っていない

といった施設が複数ありました。



・ 「食中毒事故発生時の対応マニュアル」「非常災害時の対応マニュア

ル」、備蓄食品類は、備えていれば良いというものではありません。

常日頃の関係職員への周知と、内容の確認、見直しを定期的に行うことが

必要です。

・非常災害時（食中毒含む）の緊急連絡先がマニュアルに記載していない

ケースが複数の施設にみられました。

・備蓄用食品が長期保存可能であっても、高温多湿の場所に長期間保管すれ

ば品質が劣化する危険性があります。

・備蓄用食品の保管条件は常温保存（約５～30℃）が一般的です。

可能なかぎり（直射日光が当たらない）冷暗所に保管、管理することが望

ましいです。

・災害を想定した給食提供のシミュレーション（災害訓練）を行いましょう。

4 令和７年度給食施設巡回指導の結果から

(５) 危機管理対策について ２







御視聴ありがとうございました
資料に添付した「受講アンケート」の

提出をお願いします。
23
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